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Abstract  With the revision of the School Education Law (Law No.26 of 1947) and the Special Law for 
Educational Public Employees (Law No.1 of 1949), national universities tend to reduce the power 
and role of the faculty meetings. This induces the illegal managements and operations by the 
presidents of some national university corporations, making it difficult for such university 
corporations to manage and operate soundly. In this paper, one case of disciplinary action against a 
professor on the ground of academic harassment by a national university corporation is considered. 
This makes it clear that the strengthening power of the presidents at national university corporations 




    
 国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）に基づい
て、2004 年 4 月、国立大学が法人化された。それまでの
国立大学は国立学校設置法（昭和 24 年 5 月 31 日法律第














れる傾向にある。さらに、学校教育法（昭和 22 年法律第 
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 本稿では、法人化後における学校教育法（昭和 22 年法
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の観点から作成し同裁判所に提出した意見書を元に学術
論文として再構成したものである。本件は 2020 年 9 月
















































































































 国立 A 大学も、国立大学法人国立 A 大学職員懲戒規程










































































愛知工業大学研究報告,第 56 号, 令和 3年,Vol.56,Mar,2021 
                 







































































































































⑤ 前 3 項に規定するもののほか、第 1 項の審査に
関し必要な事項は、学長及び教員にあつては評議会、
部局長にあつては学長が定める。 






② 前条第 2 項から第 5 項までの規定は、前項の審
査の場合に準用する。 












第 7 条［任期］ （略） 
第 8 条［定年］ （略） 




② 第 4 条第 2 項から第 5 項までの規定は、前項の
審査の場合に準用する。 
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部を改正する法律（平成 26 年法律第 88 号）により、学
校教育法の教授会規定は次のように改正された。 












































































































５．国立 A 大学における教員懲戒手続き 
 
５・１ 懲戒規程に定める人事権行使の自己抑制 
 国立 A 大学は、国立大学法人国立 A 大学職員懲戒規程
（2004 年 4 月 1 日規程第 14 号）において、「懲戒の原
則」として、「大学の教育職員については、教育研究に係
る事項に限り教授会の議を経るものとする。」（第 2 条第
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 また、国立 A 大学におけるハラスメント防止等に関す
る規程（2006 年 3 月 17 日規則第 23 号、以下「ハラスメ
ント規程」）第 33 条の 2 第 1 項においても、「学長は、前
条の報告に基づき、職員を被申立人とするハラスメント
における懲戒処分については、国立大学法人国立 A 大学






















































































 他方、ハラスメント事案について調査する第 25 条の
8
法人化後の国立大学における教員人事に関する教授会の権限 
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